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平成２９年 工業統計調査（確報・概要版） 

（１）概 況 

 事業所数は、１,６７６事業所で、平成２８年経済センサス-活動調査（以下「前回調査」という。）

に比べて２９３事業所（１４.９％）減少した。 

従業者数は、５８,６４３人で、前回調査に比べて１，０５５人（１.８％）増加した。 

製造品出荷額等は、１兆７,３９７億円で、前回調査に比べて１，１１５億円（６.８％）増加した。 

付加価値額は、６,６５２億円で、前回調査に比べて７５２億円（１２.７％）増加した。 

○事業所数及び従業者数（従業者4人以上の事業所） 

区 分 

平成 28 年 平成 29 年 

増減率 経済センサス‐ 活動調査 工業統計調査 

（H28.6.1 現在） （H29.6.1 現在） 

全 国 
事業所数 217,601 191,339 ▲12.1% 

従業者数 7,497,792 人 7,571,369 人 1.0% 

長崎県 
事業所数 1,969 1,676 ▲14.9% 

従業者数 57,588 人 58,643 人 1.8% 

○製造品出荷額等及び付加価値額（従業者 4 人以上の事業所） 

区 分 

平成 28 年 平成 29 年 

増減率 経済センサス‐ 活動調査 工業統計調査 

（H27 年分） （H28 年分） 

全 国 
製造品出荷額等 313 兆 1,286 億円 302 兆 356 億円 ▲3.5% 

付加価値額 98 兆  280 億円 97 兆 2,324 億円 ▲0.8% 

長崎県 
製造品出荷額等 1 兆 6,282 億円 1 兆 7,397 億円 ６.８% 

付加価値額 5,900 億円 6,652 億円 12.7% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「24」、「28」は経済センサス‐ 活動調査、その他の年は工業統計の結果より算出した。 
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（２）事業所数 
  
 
 

事業所数は１，６７６事業所で、前回調査に比べて２９３事業所（１４．９％）減少した。 

  産業別の増減をみると、食料品製造業▲９３事業所（増減率▲１３．０％）、輸送用機械器具製造

業▲３９事業所（同▲２１．５％）、窯業・土石製品製造業▲３３事業所（同▲１６．０％）など２

０業種で減少し、電気機械器具製造業＋２事業所（同＋５．３％）１業種が増加した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業３７．３％（６２５事業所）、２位が窯業・土石製品製造

業１０．３％（１７３事業所）、３位が金属製品製造業９．６％（１６１事業所）、次いで輸送用機

械器具製造業８．５％（１４２事業所）の順になっている。 

 

 

   

   

     

   

   

   

   

   

   

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，６７６事業所 

前年比 １４．９％減 
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（３）従業者数 

 
 

 従業者数は５８，６４３人で、前回調査に比べて１,０５５人（１．８％）増加した。 

 産業別の増減をみると、輸送用機械器具製造業＋１，３４１人（増減率＋１４．４％）、繊維工業＋

４２４人（同＋１２．３％）、食料品製造業＋７５人（同＋０．５％）など１０業種で増加し、はん用

機械器具製造業▲２５８人（同▲３．８％）、飲料・たばこ・飼料製造業▲１７０人（同▲１７．７％）

など１４業種で減少した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業２６．５％（１５，５３６人）、２位が輸送用機械器具製造

業１８．１％（１０，６３３人）、３位が はん用機械器具製造業１１．１％（６，５００人）、次い

で電子部品・デバイス・電子回路製造業７．８％（４，５７６人）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５８，６４３人 

前年比 １．８％増 
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（４）製造品出荷額等 

 
 

 製造品出荷額等は１兆７，３９７億３，３００万円で、前回調査に比べて１，１１５億２，６００

万円（６．８％）増加した。 

産業別の増減をみると、輸送用機械器具製造業＋９０９億６，８００万円（増減率＋２５．５％）、

電子部品・デバイス・電子回路製造業＋２８４億１，１００万円（同＋１０．８％）、食料品製造業＋

４３億８,８００万円（同＋１．６％）など１４業種で増加し、はん用機械器具製造業▲２１４億６，７

００万円（同▲６．９％）、飲料・たばこ・飼料製造業▲６１億２，８００万円（同▲１６．４％）、

プラスチック製品製造業▲２２億１，５００万円（同▲１０．８％）など７業種で減少した。 

産業別の構成比は、１位が輸送用機械器具製造業２５．８％（４，４８１億１，５００万円）、２位

が電子部品・デバイス・電子回路製造業１６．７％（２，９０５億５,４００万円）、３位が はん用機

械器具製造業１６．７％（２，８９７億１，３００万円）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１兆７，３９７億３，３００万円 

前年比６．８％増 
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（５）付加価値額 

 
 

 付加価値額（従業者４～２９人は粗付加価値額）は６，６５１億６,３００万円で、前回調査に比べ

て７５２億３００万円（１２．７％）増加した。 

 産業別の増減をみると、輸送用機械器具製造業＋４２４億３，１００万円（増減率＋５７．９％）、

はん用機械器具製造業＋３７７億７，９００万円（同＋３７．１％）、食料品製造業＋１３４億９,４

００万円（同＋１６．０％）など１４業種で増加し、電子部品・デバイス・電子回路製造業▲４６１億

２，３００万円（同▲２２．６％）、プラスチック製品製造業▲３１億３,７００万円（同▲３３．１％）、

飲料・たばこ・飼料製造業▲１１億８,７００万円（同▲１５．６％）など７業種で減少した。 

 産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業２３．７％（１，５７７億６，９

００万円）、２位がはん用機械器具製造業２１．０％（１，３９６億７，８００万円）、３位が輸送

用機械器具製造業１７．４％（１，１５６億６，３００万円）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６，６５１億６,３００万円 

前年比 １２．７％増 
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（６）設備投資額 

 
 

 設備投資額（従業者３０人以上の事業所）は、８７７億９，１００万円で、前回調査に比べて７３

６億６，１００万円（４５．６％）減少した。 

 産業別の増減をみると、電子部品・デバイス・電子回路製造業▲８９１億３，５００万円（増減率▲

６９．４％）、はん用機械器具製造業▲２０億９，５００万円（同▲２６．１％）、電気機械器具製造

業▲８億８，８００万円（同▲３７．１％）など４業種で減少し、輸送用機械器具製造業＋７７億７,

７００万円（同+１０７．５％）、食料品製造業＋３７億９，２００万円（同+９１．０％）など１１

業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業４４．７％（３９２億６，２００

万円）、２位が輸送用機械器具製造業１７．１％（１５０億１,３００万円）、３位が食料品製造業９．

１％（７９億５，７００万円）、次いではん用機械器具製造業６．８％（５９億４，４００万円）の順

になっている。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８７７億９，１００万円 

前年比 ４５．６％減 

注：「2３」、「2７」は経済センサス‐ 活動調査、その他の年は工業統計の結果より算出した。 
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（７）付加価値率、現金給与率、原材料率 

① 付加価値率 

 従業者３０人以上の事業所における付加価値率は３９．８％で前回調査より６．３ポイント上回った。 

 産業別にみた付加価値率は、電子部品・デバイス・電子回路製造業が６０．８％で最も高く、次いで

金属製品製造業５４．５％、印刷・同関連業５２．７％の順であった。一方、低い業種は飲料・たばこ・

飼料製造業２５．４％、輸送用機械器具製造業２９．０％、プラスチック製品製造業２９．９％の順で

あった。 

② 現金給与率 

 従業者３０人以上の事業所における現金給与率は１２．９％で前回調査より０．７ポイント上回った。 

 産業別にみた現金給与率は、繊維工業が３０．２％で最も高く、次いで印刷・同関連業２９．７％、

金属製品製造業２７．０％の順であった。一方、低い業種は業務用機械器具製造業６．０％、飲料・

たばこ・飼料製造業６．３％、電子部品・デバイス・電子回路製造業９．７％の順であった。 

③ 原材料率 

 従業者３０人以上の事業所における原材料率は５４．２％で前回調査より７．０ポイント下回った。 

 産業別にみた原材料率は、飲料・たばこ・飼料製造業７０．８％が最も高く、次いで輸送用機械器具

製造業６８．１％、プラスチック製品製造業６３．７％の順であった。一方、低い業種は、電子部品・

デバイス・電子回路製造業１８．０％、印刷・同関連業４１．６％、金属製品製造業４２．１％の順で

あった。 
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（８）市町別の状況 

①  事業所数        ～ 長崎市、佐世保市、南島原市などで減少 ～ 

 事業所数を市町別にみると、長崎市▲７５事業所（増減率▲１９．４％）、佐世保市▲４３事業所（同

▲１４．２％）、南島原市▲３７事業所（同▲１６．４％）、諫早市▲２６事業所（同▲１４．０％）、

大村市▲２０事業所（同▲１６．７％）など１８市町で前回調査に比べ減少した。 

また、市町別の構成比は、長崎市３１２事業所（１８．６％）、佐世保市２６０事業所（１５．５％）、

南島原市１８８事業所（１１．２％）の順になっている。 
 

②  従業者数        ～ 時津町、雲仙市、長崎市などで増加 ～ 

 従業者数では、時津町＋２６９人（増減率＋９．２％）、雲仙市＋２５０人（同＋１２．９％）、長

崎市＋２２６人（同＋１．６％）、川棚町１７６人（同１５．３％）の１２市町で前回調査に比べ増加

した。一方、南島原市▲１４１人（同▲７．７％）、対馬市▲６８人（同▲１７．４％）、新上五島

町▲４０人（同▲１１．９％）など９市町で減少した。 

また、市町別の構成比は、長崎市（２４．８％）、諫早市（１７．０％）、佐世保市（１２．８％）

の順になっている。 
 

③  製造品出荷額等     ～ 長崎市、諫早市、佐世保市などで増加 ～ 

 製造品出荷額等では、長崎市＋４９３億１００万円（増減率＋１０．４％）、諫早市＋３５５億４，

６００万円（同＋９．４％）、佐世保市＋２１５億９，２００万円（同＋１３．２％）など１３市町で

前回調査に比べ増加した。一方、大村市▲６６億４，２００万円（同▲６．３％）、松浦市▲５２億

５，５００万円（同▲１０．７％）、壱岐市▲５億１，４００万円（同▲７．７％）の６市町で減少

した。 

また、市町別の構成比は、長崎市（３０．１％）、諫早市（２３．８％）、佐世保市（１０．６％）

の順になっている。 
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（９）従業者規模別の状況 
 

① 事業所数 

従業者規模別にみた事業所数は、３０人未満の事業所が１，３４８業所（８０．４％）を占め、３

０人～２９９人の事業所が３０３事業所（１８．０％）で、両者を合わせた３００人未満の事業所が

９８．４％、３００人以上の事業所が２５事業所（１．６％）であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で２９３事業所の減、３０人～２９９人の事業所で３

事業所の減、３００人以上の事業所で３事業所の増となっている。 
 

② 従業者数 

従業者規模別にみた従業者数は、３０人未満の事業所が１４，９６４人（２５．５％）、３０人～

２９９人の事業所が２３,２７１人（３９．７％）、３００人以上の事業所が２０,４０８人（３４．

８％）であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で１,５４２人の減、３０人～２９９人の事業所で４０１

人の増、３００人以上の事業所で２,１９６人の増となっている。 
 

③ 製造品出荷額等 

従業者規模別にみた製造品出荷額等は３０人未満の事業所が１,９３４億２,１００万円（１１．

１％）、３０人～２９９人の事業所が４，９８８億１，４００万円（２８．７％）、３００人以上の

事業所が１兆４７４億９，８００万円（６０．２％）であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で１２６億９，２００万円の減、３０人～２９９人の

事業所で１１０億９００万円の増、３００人以上の事業所で１,１３２億８００万円の増となっている。 
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（１０）１事業所当り、従業者１人当りの製造品出荷額等、付加価値額 

① 製造品出荷額等 

 １事業所当りの製造品出荷額等は１０億３,８０３万円で、前回調査に比べて２億１,１１１万円の

増加となった。 

 平均を上回っている業種は、情報通信機械器具製造業２４６億５２４万円、電子部品・デバイス・

電子回路製造業１６１億４，１８６万円、はん用機械器具製造業５４億６,６２８万円など７業種であ

った。 

 従業者１人当りの製造品出荷額等は２，９６７万円で、前回調査に比べて１４０万円の増加となっ

た。 

 平均を上回っている業種は、業務用機械器具製造業９,６７５万円、情報通信機械器具製造業６，３

５２万円、電子部品・デバイス・電子回路製造業６，３５０万円など８業種であった。 

 

② 付加価値額 

 １事業所当りの付加価値額は３億９，６８８万円で、前回調査に比べて９，７２６万円の増加となっ

た。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業８７億６,４９４万円、はん用機

械器具製造業２６億３,５４３万円、情報通信機械器具製造業２３億９，７３５万円など６業種であっ

た。 

 従業者１人当りの付加価値額は１,１３４万円で、前回調査に比べて１１０万円の増加となった。 

 平均を上回っている業種は、業務用機械器具製造業３,８０８万円、電子部品・デバイス・電子回路

製造業３,４４８万円、はん用機械器具製造業２,１４９万円など４業種であった。 

 

 

 

 

 

 


